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日本において、地域の崩壊が叫ばれている今日、地域再生に向けて、多方面で様々な対策
が講じられているが、その何れもがすべて功を奏しているとは言い難い。依然として、最良
の地域再生の方法を求めて模索し続けているとさえいえるなかで、地域再生の処方箋として、
地域再生法における地域再生基本方針(地域再生法第 4条第 5項)では、地域再生のキーワー
ドとして、「地域力」やソーシャル・キャピタル(social capital)の重要性を言及している。 
「地域力」やソーシャル・キャピタルを向上させる要素をもつものは、地域の特性や実情
を把握している市民であるため、公共政策の形成において市民のもつ意見を政策に反映させ
ることによって、政策としての実効性を高めることが必要である。市民感覚からの乖離のな
い「政策の市民化」を実現することが求められる。「政策の市民化」とは、「市民の意見や市
民社会組織による政策提言あるいは政策提案が部分的にでも反映される形で法案や条例が
成立すること」と定義付ける。 
とりわけ、今日、市民をはじめ、NPO やボランティア団体などの市民社会組織は、市民
立法など多様な形で市民活動を展開している。本稿では、市民活動を「公共的問題解決に向
けて、市民や市民社会組織が自発的に展開する活動」と定義付けた上で、「市民社会組織が
その活動を通じて公共政策形成に関与することは、『政策の市民化』につながる」という仮
説を立て、公共政策形成過程における市民社会組織の活動内容を通して立法化の成立要因、
非成立要因を分析しながら検証する。 
本稿は 3部構成である。第Ⅰ部では、中央レベルでの市民立法をめぐって、「政策の市民
化」の観点で、政策事業家としての市民社会組織の機能と役割を考察する。具体的に、第 1
章では日本の政策形成過程の特徴を述べる。第 2章では特定非営利活動法人「ストップ・フ
ロン全国連絡会」及び「動物の法律を考える連絡会」を、第 3章では市民活動団体「『自然
エネルギー促進法』推進ネットワーク」及び「容器包装リサイクル法の改正を求める全国ネ
ットワーク」をそれぞれ取り上げ、政策事業家としての市民社会組織の活動が「政策の市民
化」の要因となることを比較検証する。 
第Ⅱ部では、地方レベルでの市民立法をめぐって、「政策の市民化」の観点で、二元代表
制における市民参加型政策形成の現状と課題を考察する。具体的に、第 4章では、日本にお
ける市民参加の内実を考察する。先行研究によると、地方レベルの市民立法は、「直接請求
型」市民立法と「協働型」市民立法に分かれる。さらに、「協働型」市民立法は、行政ルー
トと地方議会ルートに分かれる。ここでは、「協働型」市民立法の行政ルートの事例として、
「鎌倉市みんなでごみの散乱のない美しいまちをつくる条例」を取り上げる。第 5章では、
「協働型」市民立法のうち地方議会ルートの事例として、「京都市地球温暖化防止条例」、「地
球温暖化防止熊本市民条例案」、「えさし地産地消推進条例」をそれぞれ取り上げ、地方議会
の政策立案能力の課題と展望を考察する。さらに、地方議会事務局の現状と課題を検討し、
その調査・研究機能を強化させるための方策について提言する。第 6章では、二元代表制の
うち、地方自治体に焦点を当て、地方自治体の政策立案能力を強化させるための方法論とし
て、地方自治体シンクタンクの全国的な動向をふまえ、新たな市民参加型政策形成の試みと
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もいえる市民研究員制度の事例を取り上げ、地方自治体の政策研究と市民参加型政策形成の
課題と展望を考察する。 
第Ⅲ部では、日本の地域自治組織の実態と動向をふまえ、「公共空間を創出したり、公共
空間として機能したりする役割を担うシンクタンク」としてのプラットフォーム(platform)
の課題と展望を、ソーシャル・キャピタル及び市民立法との関連で考察する。具体的に、第
7章では、日本の地域コミュニティ政策の歴史的沿革と変容を概観する。第 8章では、プラ
ットフォーム総論として、プラットフォームを概念的に整理し、今後の課題について検討す
る。第 9章では、プラットフォーム各論として、日本において、公共部門、民間営利部門、
民間非営利部門の各主体が運営するプラットフォームの事例を 3点取り上げながら、プラッ
トフォームの組織形態を分析する。第 10章では、プラットフォームの日米比較研究として、
アメリカの中心市街地活性化組織の BID(Business Improvement District)のうち、フィラデル
フィア市の BIDである CCD(Center City District)を取り上げ、その機能的な組織運営と効率
的な地域活動のあり方を分析する。終章では、「公共経営プラットフォーム」の概念的枠組
みを提言し、その市民参加の機能と役割を中心に考察する。結語では、各部の分析をまとめ、
今後の課題を提示する。 
